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１ 事業概要 

  

１．事業の目的 

平成 29 年５月に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」（通称「クリー

ンウッド法」）が施行され、同年 11月からは、同法に基づく木材関連事業者の登録が始まっ

た。このような中、木材関連事業者が同法に基づく合法性の確認等を効率的に行えるよう、

国は同法第４条に基づき、同年５月から情報提供サイト「クリーンウッド・ナビ」を公開

し、国別・地域別の違法伐採関連情報の提供を行っている。 

本事業は、今後も引続き同法の円滑な運用を推進するため、「クリーンウッド・ナビ」の

掲載情報の更新・拡充を行うとともに、掲載情報に関する事業者等からの問合せに対応す

ることを目的としている。実施した事業としては、①生産国における情報調査、②「クリ

ーンウッド・ナビ」の更新情報に関する追加コンテンツの整備及び掲載済み「国別情報」

の見直し、③「クリーンウッド・ナビ」掲載情報に関する問合せへの対応を行った。 

なお、本報告書は、①についてとりまとめたものである。 

 

２．事業実施体制 

本事業は、一般社団法人全国木材検査・研究協会と一般社団法人全国林業改良普及協会

の共同事業体が受託し、前者が生産国における情報調査を実施した。事業従事者は表 1-1

のとおりである。 

  
表 1-1 事業従事者  

氏 名 所属・役職 

小澤 眞虎人 

（事業責任者） 

専務理事兼総務部長 

佐々木 亮 調査研究部長 

大久保 尚哉 検査部課長代理兼調査研究部 

武政 有香 総務部課長代理兼調査研究部 

 

３．実施内容 

木材関連事業者が取り扱う木材等の合法性の確認を適切に実施できるよう、「クリーンウ

ッド・ナビ」に掲載するための生産国・地域における情報収集を行った。 

 

（１） 調査対象国・地域 

調査対象国候補は、クリーンウッド・ナビに掲載されている国別情報を参考に、木材

流通や関連法令に変化があった国・地域や我が国への輸入量が多い国・地域、違法伐採

問題に関して重要な国・地域から調査の実行可能性及び過去に行われた調査の実績を考

慮して、インドネシア、中国及びタイの３カ国を選定した。 

 

（２） 調査内容 

①森林の伐採段階における法令等調査  

・ 法令等の概要及び運用状況  

・ 伐採に関する許認可制度の状況及び許可証等の法令に基づく書類の概要  

・ 伐採の合法性が確認できる書類（証明システム）の事例及びその発行条件  
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②木材の流通段階における法令等調査  

・ 法令等の概要及び運用状況  

・ 木材の流通・合法性の確保に関する法令  

・ 木材・木材製品を輸入・輸出する際の法令・証明システムの概要及び事例  

③木材生産・流通状況  

・ 調査対象国の木材生産・流通の特徴  

・ 森林認証システムの導入状況  

・ 違法伐採に関する関連情報  

④その他、調査対象国において個別に調査すべき事項  

 

（３） 調査方法 

インドネシア及びタイについては、法令等の概要を文献調査により整理した上で、違

法伐採問題への対応や木材産業の実情に精通している有識者等の助言を得ながら、フォ

ーカルポイントを明らかにした上で現地調査を実施した。 

現地調査では、調査対象国・地域の行政機関、業界団体、企業等に対してヒアリング

調査を実施した。現地調査日程は表 1.2 のとおりである。 

 
表 1-2 現地調査日程 

現地調査 実施期間 

インドネシア 2023 年 12 月 17 日～12 月 22 日 

タイ 2024 年 1 月 15 日～1月 19 日 

 

中国については、ウェブサイトを利用した文献調査、国内関連企業からの聞き取り調

査を行った。 
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